
連絡先 ： ふくち基弘事務所

広島県広島市西区己斐上2-36-7

電話/FAX 082-271-5369

INDEX
● NPT運用検討会議第２回準備委員会等を視察

● 核抑止の代替案等についての議論

～広島県主催サイドイベント

広島県議会議員 ２０２４年９月号 [広島市西区版]

県政だよりvol.99
http://ameblo.jp/fukuchi-motohiro/
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スイス・ジュネーブの国連本部で開催される核兵器不拡散条約

（NPT）運用検討会議第２回準備委員会に参加し、核軍縮の交渉現

場に立ち会うとともに、諸外国の実情や課題を調査・把握することな

どを目的として広島県議会欧州訪問団が設置され、ふくち基弘は派

遣者に選任されたことから、中本隆志議長など計７名で７月２０日か

ら２８日まで欧州を訪問しました。

NPT運用検討会議第２回準備委員会の他、広島県が主催するサ

イドイベントや、オーストリア政府・広島県・長崎県・国連ユニタール

の共催によるサイドイベントなどを傍聴しました。

NPT運用検討会議第２回準備委員会では、まず国連事務次官の中満泉氏が発言し、準備委員会の結論が

核兵器のない世界という全体的な目標に向けて成功と言えるものになるよう全面的にサポートする旨を表明し

ました。また、同準備委員会に日本代表として出席していた高村外務大臣政務官が声明を読み上げましたが、

残念ながらこれまでの日本政府の立場を述べるにとどまりました。

NPT再検討会議第２回準備委員会の様子

中満泉国連事務次官の発言要旨

準備委員会の結論が成功と言えるものとなるよう、国連軍縮事務局の全面的な支持を

得ていることをあらためて表明する。NPTは核戦争を回避し、核兵器の拡散を阻止し、最

終的に核兵器を排除するために重要な役割を果たしてきた条約であり、締約国の努力と

誠実さによってのみ実現することができる。まず第一に、締約国は既存の約束を迅速に履

行し軍縮を追求すべき。第二に、締約国は、軍縮は国際的な平和と安全を生み出すのに

役立つが、実現するための措置がとられなければ、決して実現しないということを認識す

べき。第三に、締約国は、核戦争や核兵器の使用を防止するために協力しなければなら

ない。第四に、締約国は、不拡散体制を強化し、国際原子力機関（IAEA）を支援することを

再確認しなければならない。第五に、NPTと持続可能な開発目標（SDGs）との連携を強化

すべき。NPTを強化し、国際平和と安全保障の見通しを高めるよう審議をお願いする。

高村外務大臣政務官の声明要旨

日本は唯一の戦争被爆国として、NPTを国際的な核軍縮・不拡散体制の礎石とし、「核

兵器のない世界」に向けた国際社会の取組を主導している。２０２２年の運用検討会議で

提唱した「広島アクションプラン」の下で現実的かつ実践的な取組を前進させる。核軍縮に

ついては、核兵器国に対し効果的で責任ある促進と透明性確保を求める。核兵器の不拡

散については、北朝鮮及びイランに関する問題を含め核不拡散の取組を進める。原子力

の平和的利用については、IAEAの平和的利用イニシアティブ等への貢献を継続していく。

中満泉国連事務次官

高村外務大臣政務官
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国連本部内の会議室で開催された広島県主催のサイドイベント「核抑止の代替

案：核兵器なき世界に向けた提案」を傍聴しました。スピーカーは、ストックホルム

国際平和研究所 大量破壊兵器プログラム上級研究員ティティ・エラスト氏、英国王

立防衛安全保障研究所 核拡散・核政策部門ディレクターのルーカシュ・クレッサ氏、

オデッサ核不拡散センター所長ポリーナ・シノヴェツ氏と湯﨑広島県知事等でした。

発言趣旨は以下の通りです。

湯﨑知事：核兵器なしに安全保障上の懸念に対処するシステムを模索している。議論を深めたい。

エラスト氏：同盟関係における核兵器の役割を減らす方法について検証した。同盟国は自国の安全保障を大

きく損なうことなく核シェアリングを廃止する余裕がある。核抑止力でなく通常抑止力に依存する方

法を模索することなどにより、リスクや緊張を軽減する方法を模索すべき。

クレッサ氏：ワークショップを実施し、参加者からは次の意見が出た。核抑止力の縮小は、核兵器の役割を減

らす最も実現可能で現実的な第一歩である。核兵器の重要性をなくす、または他の手段で代替す

る役割を特定することが重要。核兵器を非核戦力に全面的に置き換えることは実現不可能だ。

シノヴェツ氏：ロシアによるウクライナ戦争がはじまり核抑止力の重要性が増している。核抑止力への依存を

後退させるには何らかの枠組みの中で相互に合意する必要がある。非常に柔軟な政治戦略として

核抑止力を使うことができることが、核抑止力からの脱却の最大の障害となっている。

湯﨑知事：人々は核兵器の抑止効果を信じているが、それを覆したい。多くの力を結集し、核兵器のない真の

世界の実現に向けて共に努力していきたい。

シュバイツァー氏：オーストリアは、核兵器のリスクと人道的な影響に対処できるのは核兵器の全面的な廃絶

のみであるという立場を取っている。本国の調査によると、核戦争は人類の文明崩壊にまで

連鎖する可能性のある大惨事であり、そのリスクを管理・制御できるという主張は幻想であ

る。さらに核兵器に基づく安全保障アプローチからの脱却を緊急に進める必要がある。

湯 﨑 知 事：核兵器はわずか３０分で人類を滅亡させることができる。地球と人類の未来を守るため、

現在のSDGｓ目標の次にくる「持続可能な開発目標」に核兵器廃絶を盛り込むよう努力している。

樋 川 氏：核軍縮のみならず環境問題や気候変動、紛争や国家間の分断、安全保障などの問題は相互に

関連しており、社会を変えない限り問題は解決しない。人間の尊厳、協力、民主主義、持続可能性

といった共通の価値観を大切にし、促進することが必要。

欧州訪問を終えて

核兵器は絶対悪であり廃絶すべき存在であることを、私たちは訴え続けなければなりません。

また、核抑止によらない新しい安全保障のあり方を模索する必要があります。NPT運用検討会

議は核兵器保有国を含めた締約国間の会議であり、核抑止を前提とした議論が行われ、日本

政府も立場を変えるのは難しいですが、核兵器禁止条約を主導したオーストリア政府は核兵

器を全面的に廃絶すべきとの立場であり、日本施府もまずはオブザーバー参加すべきです。

今回の訪問では他国の地方議会との意見交換などはありませんでしたが、平和首長会議とも

連携し地方議会から核兵器廃絶に向けて保有国を動かしていくよう取り組む必要を感じました。

在ジュネーブ・オーストリア国連代表部・広島県・長崎県・ユニタール共催のサイド

イベントも傍聴しました。スピーカーは、在ジュネーブ・オーストリア大使デジレ・シュ

バイツァー氏、長崎大学核兵器廃絶研究センター副所長 樋川和子氏と国連ユニ

タール本部エグゼクティブ・ディレクターのニキル・セス氏（進行）、湯﨑

広島県知事等でした。発言趣旨は以下の通りです。


